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第２章 鯖江市の人口動向 

１．人口動向の現状分析 

(1) 総人口の推移 

①総人口の長期推移 

鯖江市では、市制施行以来、ほぼ順調に人口増加が続いてきたが、平成 19 年（2007 年）以降か

ら現在に至るまでほぼ横ばいとなっている。 

 

図表 2-1 鯖江市の人口推移 （単位：人） 

 

（出所）住民基本台帳人口（毎年 10 月１日時点） 

 

②年齢区分別推移 

また、人口を年齢区分別に見ると、年少人口（０歳～14 歳）については、国の傾向と同様に、

昭和 46～49 年（1971～1974 年）にはいわゆる「団塊ジュニア世代（第二次ベビーブーム世代）」

の誕生により一時期増加傾向となったが、その後は長期的には減少傾向が続いている。 

一方で、老年人口（65 歳以上）は、生産年齢人口（15～64 歳）世代が順次老年期に入り、また、

平均寿命が延びたことから、一貫して増加を続け、2000 年代には年少人口数を上回り、平成 22 年

（2010 年）の高齢化率（総人口に占める老年人口の割合）は 22.8％に達している。生産年齢人口

は、平成 12 年（2000 年）頃までは増加していたが、それ以降は減少し続けている。 
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図表 2-2 鯖江市の年齢３区分別の人口推移（単位：人） 

 

（出所）総務省「国勢調査」 

 

 

(2) 人口増減の推移 

①自然増減 

自然増減については、直近の平成 25 年（2013 年）と平成 26 年（2014 年）においては、死亡数

が出生数を上回る自然減の状態となっている。 

また、出生数に大きな影響を与える合計特殊出生率の推移をみると、鯖江市は 1.68（平成 20～

24 年（2008～2012 年）の 5ヵ年平均）と、国の 1.38 及び福井県の 1.62 を上回る、比較的高めの

水準となっているものの、県内の他市町と比較すると、敦賀市、小浜市のほか高浜町、おおい町、

若狭町よりも低く、また、長期的に人口を維持することができる水準（2.07：人口置換水準）には

届いていない。 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化率 
10.0％ 

高齢化率
22.8％ 
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図表 2-3 鯖江市の出生・死亡の推移（単位：人） 

 

（出所）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

 

図表 2-4 国、福井県及び鯖江市における合計特殊出生率の推移 

 

（出所）厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 
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図表 2-5 県内市町における合計特殊出生率 

市区町村名 1998-2002 年 2003-2007 年 2008-2012 年 

平成 10～14 年 平成 15～19 年 平成 20～24 年 

福井市   1.53 1.65 

敦賀市 1.70 1.56 1.72 

小浜市 1.72 1.63 1.77 

大野市   1.57 1.49 

勝山市 1.55 1.52 1.53 

鯖江市 1.67 1.58 1.68 

あわら市   1.38 1.42 

越前市   1.50 1.54 

坂井市   1.47 1.57 

永平寺町   1.39 1.40 

池田町 1.65 1.51 1.61 

南越前町   1.59 1.58 

越前町   1.53 1.60 

美浜町 1.62 1.48 1.63 

高浜町 2.03 1.66 1.76 

おおい町   1.69 1.94 

若狭町   1.65 1.77 
（出所）厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

（注）1998-2002 年の数値については、平成の合併等で合併しなかった市町のみ記載 

 

 

②社会増減 

社会増減については、転入数は平成 10年（1998年）の 2,070人をピークに、転出数は平成８年

（1996 年）の 1,926人をピークに、転入数、転出数ともに減少傾向にある。近年では、平成 21年

（2009 年）は転出数が転入数を上回る「転出超過（社会減）」となっているが、基本的には、転入

数が転出数を上回る「転入超過（社会増）」傾向が続いている。 
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図表 2-6 鯖江市の転入・転出の推移（単位：人） 

 

（出所）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

 

 

(3)転入元・転出先別社会移動動向 

①転入元別転入数 

平成 26 年（2014 年）の鯖江市への転入者総数は 1,587 人（日本人のみ）であり、都道府県でみ

ると福井県内からの転入が約７割を占めている。また、福井県内からの転入者数 1,091 人のうち、

福井市と越前市が約７割を占めている。 

県外からの転入で多いのは、愛知県、石川県、東京都、京都府、大阪府、兵庫県、富山県、滋賀

県と、東京都のほか、中部・近畿一円に分布している。愛知県からの 75 人のうち名古屋市は 24

人であり、その他の愛知県内からの転入が３分の２を占めている。石川県からの 55 人のうち金沢

市と加賀市が 33 人を、京都府からの 41 人のうち京都市が 30 人を占めており、隣接県の大きな都

市からの転入が多いことがうかがえる。 
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図表 2-7 平成 26 年（2014 年）の鯖江市への転入元別転入数（年齢区分別）（単位：人） 

 都道府県別 総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

福井県 1,091 68.7% 150 60 367 290 112 53 58

愛知県 75 4.7% 3 10 37 12 6 3 4

石川県 55 3.5% 7 1 21 15 9 1 1

東京都 48 3.0% 7 4 15 10 6 4 2

京都府 41 2.6% 5 3 16 9 4 1 3

大阪府 39 2.5% 0 5 20 7 1 4 2

兵庫県 30 1.9% 1 0 13 6 2 2 6

富山県 27 1.7% 4 1 6 7 4 5 0

滋賀県 23 1.4% 3 2 7 3 7 1 0

埼玉県 16 1.0% 0 0 5 5 1 2 3

新潟県 14 0.9% 4 0 4 5 1 0 0

千葉県 12 0.8% 1 0 5 1 3 1 1

静岡県 12 0.8% 4 0 2 2 1 1 2

神奈川県 11 0.7% 1 1 5 2 0 1 1

北海道 10 0.6% 2 0 3 2 2 0 1

岐阜県 10 0.6% 0 1 9 0 0 0 0

三重県 10 0.6% 0 1 7 0 0 0 2

その他の都道府県 63 4.0% 6 5 23 12 14 3 0

合計 1,587 100.0% 198 94 565 388 173 82 86

         

 政令指定都市等別 総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

東京都特別区 37 2.3% 6 2 10 9 5 3 2

京都市 30 1.9% 4 2 15 4 2 0 3

名古屋市 24 1.5% 2 1 12 4 4 0 1

大阪市 14 0.9% 0 0 8 3 0 2 1

神戸市 11 0.7% 0 0 7 2 0 1 1

その他の市区町村 1,471 92.7% 186 89 513 366 162 76 78

合計 1,587 100.0% 198 94 565 388 173 82 86

        

市町・区・特別区別  総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

福井市 432 27.2% 71 14 133 128 46 21 19

越前市 326 20.5% 36 27 117 68 38 16 24

越前町 122 7.7% 19 10 31 35 17 6 4

坂井市 49 3.1% 5 3 16 14 4 4 3

敦賀市 40 2.5% 9 1 13 12 2 2 1

南越前町 34 2.1% 3 3 15 12 1 0 0

愛知県豊川市 27 1.7% 0 8 16 3 0 0 0

石川県金沢市 22 1.4% 2 1 10 5 4 0 0

大野市 18 1.1% 0 0 11 4 0 2 1

あわら市 18 1.1% 2 0 10 5 0 0 1

富山県富山市 16 1.0% 2 1 5 2 2 4 0

勝山市 16 1.0% 2 2 5 3 3 1 0

永平寺町 15 0.9% 2 0 6 3 1 0 3

石川県加賀市 11 0.7% 0 0 7 3 1 0 0

名古屋市千種区 10 0.6% 2 1 4 0 3 0 0

京都市伏見区 10 0.6% 2 0 6 1 0 0 1

その他の市区町村 421 26.5% 41 23 160 90 51 26 29

合計 1,587 100.0% 198 94 565 388 173 82 86

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき作成 

 

②転出先別転出数 

平成 26 年（2014 年）の鯖江市からの転出者総数は 1,512 人（日本人のみ）であり、都道府県で

みると福井県内への転出が約６割を占めている。また、福井県内への転出者数 905 人のうち、福井

市と越前市が７割以上を占めている。 
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県外への転出で多いのは、東京都、石川県、大阪府、神奈川県、富山県、滋賀県など、東京都の

ほか、中部・近畿一円に分布している。石川県への 79 人のうち金沢市が 53 人を、大阪府への 46

人のうち大阪市が約半数の25人を、神奈川県の36人のうち横浜市と川崎市が26人を占めており、

県外への転出先は大都市に集中していることがうかがえる。 

 

図表 2-8 平成 26 年（2014 年）の鯖江市への転出先別転出数（年齢区分別）（単位：人） 

 都道府県別 総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

福井県 905 59.9% 132 45 291 245 91 39 58

東京都 81 5.4% 4 9 50 12 3 3 0

石川県 79 5.2% 9 8 32 12 10 2 6

大阪府 46 3.0% 0 5 28 4 6 2 1

神奈川県 36 2.4% 0 6 20 2 2 1 5

富山県 35 2.3% 8 2 16 6 3 0 0

滋賀県 34 2.2% 5 3 9 11 3 0 3

京都府 28 1.9% 0 3 16 5 3 0 1

兵庫県 27 1.8% 3 4 16 2 2 0 0

千葉県 19 1.3% 0 3 9 2 2 0 3

埼玉県 13 0.9% 1 2 3 7 0 0 0

静岡県 12 0.8% 2 0 6 2 2 0 0

北海道 11 0.7% 1 0 5 2 3 0 0

三重県 11 0.7% 2 0 3 3 0 1 2

その他の都道府県 175 11.6% 18 23 85 23 11 6 9

合計 1,512 100.0% 185 113 589 338 141 54 88

                    

 政令指定都市等別 総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

東京都特別区 70 4.6% 4 8 43 10 2 3 0

名古屋市 29 1.9% 1 5 15 5 1 1 1

大阪市 25 1.7% 0 2 16 1 4 2 0

京都市 19 1.3% 0 0 13 2 3 0 1

横浜市 14 0.9% 0 1 10 0 1 0 2

川崎市 12 0.8% 0 3 7 1 0 0 1

神戸市 10 0.7% 0 2 8 0 0 0 0

その他の市区町村 1,333 88.2% 180 92 477 319 130 48 83

合計 1,512 100.0% 185 113 589 338 141 54 88

  

市町・区・特別区別  総数 構成比 0～9 歳
10～19

歳 

20～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 
60 歳～

福井市 431 28.5% 66 18 134 113 55 16 29

越前市 241 15.9% 27 18 74 71 17 13 21

金沢市 53 3.5% 7 5 24 7 5 1 4

坂井市 51 3.4% 10 4 12 16 5 2 2

敦賀市 39 2.6% 6 2 16 9 4 1 1

南越前町 20 1.3% 4 0 6 6 1 1 0

富山県富山市 18 1.2% 1 2 12 1 2 0 0

大野市 16 1.1% 3 1 5 5 1 1 0

愛知県豊川市 16 1.1% 0 4 11 1 0 0 0

あわら市 14 0.9% 2 0 5 3 2 1 1

永平寺町 11 0.7% 3 0 5 3 0 0 0

東京都杉並区 10 0.7% 1 1 6 2 0 0 0

その他の市区町村 592 39.2% 55 58 279 101 49 18 30

合計 1,512 100.0% 185 113 589 338 141 54 88

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき作成 

 

 

35



30 

 

(4) 年齢階級別社会移動動向 

鯖江市における５歳ごとの年齢階級別の純移動数（転入数から転出数を引いた数）をみると、15

～19 歳の年齢階層人口が５年後に大きな転出超過（社会減）となっていることがわかる。大学・

短大等の進学時や卒業後の就職時に、東京圏をはじめとした県外に転出する若者が多いことが背景

にあると考えられる。 

一方、20～24 歳及び 25～29 歳の年齢階層人口が５年後に大きく転入超過（社会増）となってい

る。しかしながら、20～29 歳では県外との関係では転出超過（社会減）であることから、この転

入超過（社会増）は、県内他市町からの転入者による影響が大きく、県外からのＵターンやＩター

ンによる若年世代の転入が影響しているものとは考えにくい。 

また、データの年次が異なるが、平成 26 年（2014 年）のデータをみても、福井県内との間では

10 歳代～20 歳代の転入超過が多い一方で、県外、特に東京都、石川県、新潟県との間での転出超

過が目立っている。 

 

図表 2-9  鯖江市における平成 17 年（2005 年）から平成 22 年（2010 年）にかけての純移動数（単位：人） 

 

（出所）総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

 

 

 

 

 

各数値は５年間の累計人数 
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図表 2-10 平成 26 年（2014 年）の鯖江市の相手先別純移動数（年齢区分別）（単位：人） 

 都道府県別 総数 0～9 歳 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60 歳～ 

福井県 186 18 15 76 45 21 14 0

愛知県 75 3 10 37 12 6 3 4

京都府 13 5 0 0 4 1 1 2

神奈川県 11 1 1 5 2 0 1 1

岐阜県 10 0 1 9 0 0 0 0

埼玉県 3 -1 -2 2 -2 1 2 3

兵庫県 3 -2 -4 -3 4 0 2 6

静岡県 0 2 0 -4 0 -1 1 2

北海道 -1 1 0 -2 0 -1 0 1

三重県 -1 -2 1 4 -3 0 -1 0

千葉県 -7 1 -3 -4 -1 1 1 -2

大阪府 -7 0 0 -8 3 -5 2 1

富山県 -8 -4 -1 -10 1 1 5 0

滋賀県 -11 -2 -1 -2 -8 4 1 -3

新潟県 -22 4 -6 -16 3 -1 -1 -5

石川県 -24 -2 -7 -11 3 -1 -1 -5

東京都 -33 3 -5 -35 -2 3 1 2

その他の都道府県 -112 -12 -18 -62 -11 3 -3 -9

合計 75 13 -19 -24 50 32 28 -2

                  

 政令指定都市等別 総数 0～9 歳 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60 歳～ 

京都市 11 4 2 2 2 -1 0 2

神戸市 1 0 -2 -1 2 0 1 1

名古屋市 -5 1 -4 -3 -1 3 -1 0

大阪市 -11 0 -2 -8 2 -4 0 1

川崎市 -12 0 -3 -7 -1 0 0 -1

横浜市 -14 0 -1 -10 0 -1 0 -2

東京都特別区 -33 2 -6 -33 -1 3 0 2

その他の市区町村 138 6 -3 36 47 32 28 -5

合計 75 13 -19 -24 50 32 28 -2

                  

 市町・区・特別区別 総数 0～9 歳 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60 歳～ 

越前町 122 19 10 31 35 17 6 4

越前市 85 9 9 43 -3 21 3 3

勝山市 16 2 2 5 3 3 1 0

南越前町 14 -1 3 9 6 0 -1 0

石川県加賀市 11 0 0 7 3 1 0 0

愛知県豊川市 11 0 4 5 2 0 0 0

名古屋市千種区 10 2 1 4 0 3 0 0

京都市伏見区 10 2 0 6 1 0 0 1

あわら市 4 0 0 5 2 -2 -1 0

永平寺町 4 -1 0 1 0 1 0 3

大野市 2 -3 -1 6 -1 -1 1 1

福井市 1 5 -4 -1 15 -9 5 -10

敦賀市 1 3 -1 -3 3 -2 1 0

富山県富山市 -2 1 -1 -7 1 0 4 0

坂井市 -2 -5 -1 4 -2 -1 2 1

杉並区 -10 -1 -1 -6 -2 0 0 0

石川県金沢市 -31 -5 -4 -14 -2 -1 -1 -4

その他の市区町村 -171 -14 -35 -119 -11 2 8 -1

合計 75 13 -19 -24 50 32 28 -2

（出所）総務省「2014 年 住民基本台帳人口移動報告」に基づき作成 
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２．人口の将来見通し 

(1) 総人口及び年齢３区分別人口の将来推計 

①総人口の推計 

鯖江市の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）「日本の地域別将

来推計人口」に基づくまち・ひと・しごと創生本部の推計によれば、今後減少を続け、2060 年に

は、約 51,700 人（2010 年から約 23％減少）になると推計されている。 

 

図表 2-11 鯖江市の人口推計（単位：人） 

 

（出所）社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

②年齢３区分別人口の推計 

年齢階層別に見ると、年少人口及び生産年齢人口は大幅に減少し続けていく一方で、老年人口は、

2040 年頃まで増加し続け、結果として、2060 年には高齢化率が約 34％に達し、国と同様、鯖江市

でも急速に少子・高齢化が進むこととなる。 

 

③自然増減・社会増減の推計 

自然増減と社会増減に分けてみると、社会増減は 2060 年までやや増加で推移するが、自然増減

については、出生数の減少と死亡数の増加がともに進んでいくため、自然減の減少幅が大幅に拡大

していくこととなる。 
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図表 2-12 鯖江市の年齢３区分別人口推計（単位：人） 

 
（出所）社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図表 2-13 鯖江市の自然増減・社会増減の推計（単位：人） 

 

（出所）社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

高齢化率 
22.8％.8 

高齢化率
34.3％.8

各数値は５年間の累計人数 
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図表 2-14 鯖江市の出生数・死亡数の推計（単位：人） 

 

(出所)社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図表 2-15 鯖江市の人口ピラミッドの推移（単位：人） 

 
(出所)社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

 

 

女 男  

各数値は５年間の累計人数 
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○ 学生の時期から、結婚や子育てを意識し、かつ鯖江市での子育てを望んでいることから、若

年層、とりわけ女性の転入を増やすことが、合計特殊出生率を維持・向上させることにつな

がるものと考えられる。 

 

 

(4) 人口ビジョン 

本調査と並行して策定が進められた総合戦略においては、将来に向けた人口ビジョンが下記のと

おり掲げられている。本調査においても、人口ビジョンとしてこの内容を踏襲する。 

 

鯖江市の人口減少に歯止めをかけるためには、①国の長期ビジョンと同様に、合計特殊出生率を

人口置換水準以上に引き上げ、出生数を増加させていくこと、②若者世代、特に母親世代人口の社

会増（鯖江市からの転出を抑え、鯖江市への転入を増やす）を増やすことを同時並行的に実施する

ことが必要不可欠であると考える。 

国の長期ビジョンにおいては、2060 年に総人口１億人程度を確保することを目指し、2020 年に

合計特殊出生率を 1.6 程度、2030 年に 1.8 程度まで向上し、2040 年に人口置換水準（2.07）に引

き上げるとともに、現在、35 歳未満の若い世代で約 10 万人が地方から東京圏へ転入超過という状

況を 2020 年に是正するという目標を立てている。 

鯖江市の目指すべき方向と国の長期ビジョンは一致していることから、国の長期ビジョンとの整

合性を図り、次のような人口の将来展望を掲げることとする。 

 

現在の合計特殊出生率 1.68 を 2025 年に 1.8 程度まで向上し、2035 年に人口置換水準（2.07）、

2040 年に 2.1 まで向上させる。 

若者の大学・短大等の進学時や卒業時における転出抑制や、Ｕターン・Ｊターン等の転入促進に

より社会増減を現在の推計値よりも毎年 30 人増加させる。 

 

合計特殊出生率の向上については、現在、本市の合計特殊出生率は 1.68 と国の 1.38 よりも高い

水準にあることから、国の数値目標を５年前倒しで達成するとともに、最終的に人口置換水準（2.07）

を超える 2.1 にまで向上させることとする。 

社会増については、国の長期ビジョンでは東京への若者の転入超過（10 万人程度）を是正し、

2020 年までに均衡させるとしているが、鯖江市においては、2060 年まで、やや社会増で推移する

と推計されていることから、より意欲的な目標として、転出抑制よりも転入促進に重点を置く中で、

若者を推計値よりも毎年 30 人増加させることを目指す。 

その結果、出生率の向上により、人口は 2060 年において約５万７千人（社人研の推計よりも約

６千人の増加）にまで増加し、さらに、若者の社会増により約６万人（さらに約２千４００人の増）

まで増加することになる。 
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図表 5-1 仮定による将来人口推計（単位：人） 

 
（出所）社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図表 5-2 仮定による自然増減・社会増減の将来推計（単位：人） 

 

 
（出所）社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

各数値は５年間の累計人数
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